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本日ご説明する内容

１ 令和６年版「過労死等防止対策白書」について

２ 富山県における労働時間等の現状

３ 過労死等に係る労災補償の状況

４ 富山労働局の取組
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３ 令和６年版「過労死等防止対策白書」

➢ 過労死等防止対策推進法に基づき、国会に報告を行う法定白書（令和６年版で９回目の閣議決定及び国会報告）

➢ 令和６年版白書のポイント

・ 「過労死等の防止のための対策に関する大綱」（令和６年８月２日閣議決定）で調査研究の重点対象とされている業種等（医療、芸
術・芸能分野）や、調査研究の必要性が指摘されているDX等先端技術担当者の調査分析結果を記載

白書の構成

≪参考≫ 過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）
（年次報告）

第６条 政府は、毎年、国会に、我が国における過労死等の概要及び政府が過労死等の防止のために講じた施策の状況に関する
報告書を提出しなければならない。

１ 労働時間等の状況

２ 職場におけるメンタルヘルス対策の状況

３ 自殺の状況

第１章 労働時間やメンタルヘルス対策等の状況

１ 過労死等に係る労災補償の状況

２ 国家公務員の公務災害の補償状況

３ 地方公務員の公務災害の補償状況

第２章 過労死等の現状

１ 労災事案分析
① 労災支給決定（認定）事案、②拘束時間、勤務間インターバル
の分析、③医療従事者（医師・看護師）

２ 労働・社会分野の調査（アンケート調査）
① 全業種、② DX等先端技術担当者、③ 芸術・芸能従事者（ス
タッフ）

３ 公務災害の事案の分析

４ 疫学研究等

第４章 過労死等をめぐる調査・分析結果

１ 労働行政機関等における対策

２ 調査研究等

３ 啓発

４ 相談体制の整備等

５ 民間団体の活動に対する支援

第５章 過労死等の防止のための対策の実施状況

企業や団体の取組事例などのコラムを掲載

１ 大綱の変更の経緯

２ 大綱の変更のポイント

第３章 過労死等の防止のための対策に関する大綱の変更
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（資料出所）総務省「労働力調査」（平成23年は岩手県、宮城県及び福島県を除く）をもとに作成

（業種別：令和３年～令和５年）

● 週労働時間が40時間以上の雇用者のうち、60時間以上の雇用者の割合は減少傾向。令和５年は令和４年から0.5ポイント減少し、

8.4％。

● 業種別に令和５年の状況をみると、一部に前年より増加している業種もあるが、多くの業種では横ばい又は減少。
※ 前年より増加している業種：「電気・ガス・熱供給・水道業」「生活関連サービス業，娯楽業」「教育，学習支援業」「公務」

週労働時間60時間以上の雇用者の割合

第１章 労働時間やメンタルヘルス対策等の状況
１ 労働時間等の状況（労働時間の状況）
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第１章 労働時間やメンタルヘルス対策等の状況
１ 労働時間等の状況（勤務間インターバル制度及び年休の状況）

（「制度を知らない」と回答する企業割合の推移）

（資料出所）各年の人事院「国家公務員給与等実態調査」を

もとに作成

（資料出所）各年度の総務省「地方公共団体の勤務条件等に関する

調査」をもとに作成

（資料出所）厚生労働省｢就労条件総合調査｣をもとに作成
※ 各調査対象年１年間の状況を示している（企業が会計年度で管理している場合、前会計年度の状況を示している）。
※ 平成31年4月から年5日の年次有給休暇の時季指定を事業主に義務付け。

（資料出所）厚生労働省「就労条件総合調査」をもとに作成
※ 「勤務間インターバル制度」は、終業時刻から次の始業時刻までの間に一定

時間以上の休息時間を設ける制度。
※ １月１日現在の状況について調査を行っている。

● 勤務間インターバル制度について、制度を知らない企業割合が増加した一方、制度の導入企業割合は継続的に増加（令和５年：6.0％）。

● 年次有給休暇の取得率は、８年連続で増加（令和４年：62.1％）。

● 国家公務員、地方公務員の年次（有給）休暇の平均取得日数は、本府省や指定都市・市区町村で前年より増加。

勤務間インターバル制度 年次有給休暇

（制度の導入企業割合の推移） （国家公務員の年次休暇の平均使用日数） （地方公務員の年次有給休暇の平均取得日数）

（年次有給休暇の取得率の推移）
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第１章 労働時間やメンタルヘルス対策等の状況
２ 職場におけるメンタルヘルス対策の状況

● メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所の割合は、60％前後の水準で推移（令和５年：63.8％）。

● 労働者数50人未満の小規模事業場におけるストレスチェックの実施割合は、令和５年が34.6％。

● 仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあるとする労働者の割合は、令和５年が82.7％。

メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所割合

（資料出所）厚生労働省「労働安全衛生調査（実態調査）」をもとに作成

自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又は
ストレスがあるとする労働者の割合

（資料出所）厚生労働省「労働安全衛生調査（実態調査）」をもとに作成

使用する労働者数50人未満の小規模事業場における
ストレスチェック実施の割合

仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職場に事業場外
資源を含めた相談先がある労働者割合
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※ 前大綱の目標（令和４年90％）も継続的に注視

（資料出所）厚生労働省「労働安全衛生調査（実態調査）」をもとに作成
（資料出所）厚生労働省「労働安全衛生調査（実態調査）」をもとに作成

令和４年調査から設問形式を一部
変更しているため、令和３年以前
との単純比較はできない。
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第２章 過労死等の現状

● 労災支給決定（認定）件数について、
・脳･心臓疾患は、前年度より増加し、４年ぶりに200件を超えた（令和５年度：216件）。死亡件数も前年度より増加（同58件）。
・精神障害は、令和元年度以降、増加傾向（令和５年度：883件）。自殺（未遂を含む）件数は４年ぶりに増加（同79件）。

１ 民間雇用労働者の労災補償の状況

２ 国家公務員の公務災害の補償状況

３ 地方公務員の公務災害の補償状況

脳･心臓疾患の支給決定（認定）件数 精神障害の支給決定（認定）件数

脳･心臓疾患の認定件数 精神障害の認定件数

脳･心臓疾患の認定件数 精神障害の認定件数

（参考）100万人当たりの認定件数（推計）（すべて令和5年度の数値を使用）

脳・心臓疾患：民間3.7件 国家公務員6.6件 地方公務員3.9件 精神障害：民間15.2件 国家公務員13.1件 地方公務員26.8件
※ 「民間」は総務省｢労働力調査｣、「国家公務員」は内閣人事局「一般職国家公務員在職状況統計表」等、「地方公務員」は総務省「地方公務員給与実態調査」等をそれぞれ用いて推計

（資料出所）厚生労働省「過労死等の労災補償状況」

（資料出所）人事院作成

（資料出所）地方公務員災害補償基金作成
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２ 上限規制の遵守徹底、過労死等の再発防止指
導、

第３章 過労死等の防止のための対策に関する大綱の変更

変更の経緯（現状と課題）

変更のポイント

○ 平成26年６月に過労死等防止対策推進法が成立して以降、働き方改革関連法に基づく働き方改革等の取組が進めら
れてきた。その結果、長時間労働の雇用者割合は減少し、年次有給休暇の取得率は増加するなど一定の成果がみら
れ、令和６年４月からは、建設業、自動車運転業務、医師等にも時間外労働の上限規制が適用されるなど、過労死等
防止の機運も高まってきている。

○ 一方、過労死等事案による労災請求・支給決定件数は増加傾向にあり、長時間労働対策に加え、メンタルヘルス対
策やハラスメント防止対策の重要性が一層増している。

○ また、働き方の多様化が進む中、フリーランス等の就労実態や健康確保、ハラスメントの状況等にも目を向ける必
要がある。

1 大綱策定10年を振り返り、更なる取組を推進

・ 令和７年には大綱策定から10年の節目を迎えるた
め、この間の調査研究や取組の成果を振り返り、そ
れらも踏まえ今後の対策を更に検討し推進

３ 業種やハラスメントに着目した調査・分析

を充実

・ 芸術・芸能分野を重点業種等に追加

・ 過労死等事案について、事業主に義務付けられてい
るハラスメント防止措置の状況についても収集・分
析を実施

４ 国以外も含めた関係者による取組を推進

・業種別のカスタマーハラスメント対策の取組を支援

・事業主は、管理職や上司、若年労働者に対し、労働
関係法令の研修等を実施

・労働組合は、職場で労働関係法令が適切に運用され
ているか定期的に確認

・ 令和６年４月から全面適用された時間外労働の上限
規制の遵守を徹底、過労死等を繰り返し発生させた企
業に改善計画を策定させるなど再発防止の指導を強化

・ フリーランス・事業者間取引適正化等法の施行後の
履行確保、個人事業者等の安全衛生対策・健康管理の
強化、労災保険の特別加入制度の対象拡大等の取組を
推進

フリーランス等対策を強化
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第４章 過労死等をめぐる調査・分析結果
１ 労災支給決定（認定）事案の分析（労働時間以外の負荷要因別の事案数等）

（資料出所）労働安全衛生総合研究所過労死等防止調査研究センター「令和５年度 過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」をもとに作成

● 平成22年度から令和３年度までの12年間の労災支給決定（認定）事案のうち脳・心臓疾患事案について分析。

● 令和３年９月の脳・心臓疾患の認定基準の改正により、労働時間以外の負荷要因も加味するとされ、労働時間以外の負荷要因をみると
「勤務間インターバルが短い勤務」と「拘束時間の長い勤務」が各24件（各24.7％）、「不規則な勤務・交替勤務・深夜勤務」が21件
（21.6％）であった。

① 労働時間以外の負荷要因別の事案数

154

222

315

387

414

858

0 500 1,000

作業環境（温度、騒音、時差）

出張の多い業務

精神的緊張を伴う業務

不規則な勤務

交替勤務・深夜勤務

拘束時間の長い勤務 （件）

1

4

4

11

11

12

21

24

24

0 10 20 30

出張の多い業務

身体的負荷を伴う業務

作業環境（温度、騒音）

休日のない連続勤務

心理的負荷を伴う業務

その他事業場外における移動を伴う業務

不規則な勤務・交替勤務・深夜勤務

拘束時間の長い勤務

勤務間インターバルが短い勤務 （件）

26.7 

25.1 

37.0 

33.8 

19.2 

17.0 

50.0 

42.6 

23.0 

26.0 

29.0 

32.5 

20.0 

21.0 

23.3 

18.0 

17.3 

23.3 

14.3 

18.2 

16.9 

20.5 

10.0 

19.7 

32.9 

25.6 

19.7 

15.6 

43.9 

41.5 

16.7 

19.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

合計（n=2,266）

建設業(n=215)

製造業(n=300)

情報通信業(n=77)

運輸業，郵便業(n=629)

宿泊業，飲食サービス業(n=224)

教育，学習支援業(n=30)

医療，福祉(n=61)

280時間未満 280～300時間未満 300～320時間未満 320時間以上

（％）

○ 「320時間以上」の割合が高いのは「運輸業，郵便業」、「宿泊業,飲
食サービス業」、「建設業」。

② 1か月当たりの拘束時間の平均値（業種別）

○ 「11時間未満」の割合が高いのは、「運輸業，郵便業」、「宿泊業，
飲食サ－ビス業」、「情報通信業」。

③ 勤務間インターバルの平均値（業種別）

5.6 

1.4 

3.7 

3.9 

11.2 

5.4 

0.0 

1.7 

26.9 

17.8 

24.7 

29.9 

35.0 

31.7 

10.0 

15.0 

67.5 

80.8 

71.7 

66.2 

53.8 

62.9 

90.0 

83.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

合計（n=2,181）

建設業（n=214）

製造業（n=300）

情報通信業（n=77）

運輸業，郵便業（n=563）

宿泊業，飲食サービス業（n=224）

教育，学習支援業（n=30）

医療，福祉（n=60）

9時間未満 9～11時間未満 11時間以上

（％）

※②、③は、過労死等防止大綱で調査研究の重点対象とされている業種等が含まれる業種を記載

＜認定基準改正（令和３年９月）前に基づく分類：平成22年度～令和３年８月＞

＜認定基準改正（令和３年９月）後に基づく分類：令和３年９月～令和４年３月＞

（但し、②、③の分析対象は、平成22年度から令和２年度までの11年間）

n=3,003

n=97
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第４章 過労死等をめぐる調査・分析結果
２ 労災支給決定（認定）事案の分析（医療従事者（医師・看護師））

① 労災支給決定（認定）件数

○ 医師及び看護師は近年増加傾
向。

③ 労災認定の要因となった出来事

○ 医師は「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事が
あった」、看護師は「悲惨な事故や災害の体験、目撃をした」が最
多。

（資料出所）労働安全衛生総合研究所過労死等防止調査研究センター「令和５年度 過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」をもとに作成

8
14

7
1 1

45

57 55

29

7

0

10

20

30

40

50

60

29歳以下 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60歳以上

（件）

医師 看護師

1 1 2 2 2 2 1

8
6

3 3

15
13 12

15
17

7

12

22 22

16

42

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

医師 看護師

（令和）（平成）
（年度）

（件）

② 発症時年齢階層別事案数

2

3

3

2

4

2

2

3

0

3

7

7

4

3

1

0

0 2 4 6 8

心理的負荷が極度のもの

極度の長時間労働

仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事…

2週間（12日）以上にわたって連続勤務を行った

1か月に80時間以上の時間外労働を行った

上司とのトラブルがあった

悲惨な事故や災害の体験、目撃をした

転勤をした

男(n=15) 女(n=14)

＜医師＞

＜看護師＞

仕事内容・仕事量の（大きな）変化を
生じさせる出来事があった

（件）

○ 医師及び看護師は30歳代を中心に多い。

医師：平成22年～平成27年（6年間）：10件
平成28年～令和 ２年（5年間）：21件

● 重点業種等である医療従事者（医師・看護師）について、平成22年度から令和２年度まで11年間の労災支給決定（認定）事案のうち

精神障害事案を分析。

（件）

0

0

3

2

2

0

0

2

12

3

72

23

18

17

12

8

0 20 40 60 80

心理的負担が極度のもの

極度の長時間労働

悲惨な事故や災害の体験、目撃をした(※)

（重度の）病気やケガをした

（ひどい）嫌がらせ、いじめ、又は暴行を受けた

セクシュアルハラスメントを受けた

上司とのトラブルがあった

男(n=10) 女(n=157)仕事内容・仕事量の（大きな）変化を
生じさせる出来事があった

(※) 「暴力を体験」、「事件・事故・災害に遭遇」が含まれ
る。

（但し、③の分析対象は、平成24年度から令和２年度までの９年間）
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第４章 過労死等をめぐる調査・分析結果
３ 事業場に対するアンケート調査（全業種）（商慣行、契約等の課題）

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和５年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」をもとに作成

6.8

9.7

6.5

21.5

49.3

40.6

57.5

27.3

23.3

41.3

26.2

23.2

31.3

19.6

30.1

20.5

39.1

21.5

15.9

18.8

14.5

30.7

42.2

13.0

27.7

10.1

9.4

7.0

5.1

4.3

0.0

3.1

1.4

1.4

0 20 40 60 80 100

建設業（n=176）

製造業（n=258）

情報通信業（n=46）

運輸業，郵便業（n=65）

宿泊業，飲食サービス業（n=69）

教育，学習支援業（n=32）

医療，福祉（n=214）

全くない ほとんどない あまりない 時々ある よくある

（％）

● 事業場にアンケート調査を実施（調査対象期間：令和５年12～令和６年１月）。重点業種等における商慣行、契約等の課題について分
析。

① 納期に困難のある契約内容の経験の状況（業種別）

○ 「時々ある」及び「よくある」を合わせた割合は、「製造業」が最も
高く、次いで「建設業」であった。

22.5

22.7

18.2

23.9

17.5

21.4

9.4

18.2

40.1

40.3

53.9

41.3

46.0

55.7

34.4

20.6

19.3

17.0

22.5

26.1

20.6

14.3

18.8

16.8

6.9

4.5

3.1

2.2

12.7

2.9

3.1

20.1

11.2

15.3

2.3

6.5

3.2

5.7

34.4

24.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

事業場全体（n=1,340）

建設業（n=176）

製造業（n=258）

情報通信業（n=46）

運輸業，郵便業（n=63）

宿泊業，飲食サービス業（n=70）

教育，学習支援業（n=32）

医療，福祉（n=214）

転嫁できている 一部は転嫁できている あまり転嫁できていない 全く転嫁できていない 分からない

（％）

③ 価格転嫁の状況（業種別）

② 人員確保に困難のある契約内容の経験の状況（業種別）

④ ３年前と比べた労働生産性の変化（業種別）

○ 「時々ある」及び「よくある」を合わせた割合は、「建設業」が最も
高く、次いで「情報通信業」であった。

○ 「転嫁できている」及び「一部は転嫁できている」を合わせた割合
は、概ね50％を超えている。

○ 「向上した」及び「やや向上した」を合わせた割合は、概ね50％を超
えている。

※①～④は、過労死等防止大綱で調査研究の重点対象とされている業種等を含む業種を記載

6.8

22.0

10.9

15.4

31.4

23.5

38.3

29.5

30.5

37.0

30.8

30.0

29.4

22.0

25.6

22.4

17.4

29.2

20.0

20.6

15.9

31.8

23.2

32.6

20.0

17.1

20.6

15.0

6.3

1.9

2.2

4.6

1.4

5.9

8.9

0 20 40 60 80 100

建設業（n=176）

製造業（n=259）

情報通信業（n=46）

運輸業，郵便業（n=65）

宿泊業，飲食サービス業（n=70）

教育，学習支援業（n=34）

医療，福祉（n=214）

全くない ほとんどない あまりない 時々ある よくある

（％）

16.8

13.6

19.5

19.6

15.4

12.9

10.8

14.2

38.6

38.1

42.1

54.3

30.8

48.6

32.4

32.4

30.0

33.0

21.8

23.9

38.5

27.1

35.1

36.0

6.0

6.3

5.7

9.2

7.1

8.1

6.7

3.5

5.7

6.1

3.1

1.4

0.0

2.7

5.0

3.4

4.6

2.2

3.1

2.9

13.5

8.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

事業場全体(n=1,369)

建設業（n=176）

製造業（n=261）

情報通信業（n=46）

運輸業，郵便業（n=65）

宿泊業，飲食サービス業（n=70）

教育，学習支援業（n=37）

医療，福祉（n=225）

向上した やや向上した 変わらない やや低下した 低下した わからない

（％）
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第４ 過労死等をめぐる調査・分析結果
４ 就業者に対するアンケート調査（ＤＸ等先端技術担当者）

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和５年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」をもとに作成

● 業務の効率化が期待されているＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）等先端技術担当者※に追加のアンケート調査を実施（調査対
象期間：令和５年12月）。

① 1週間当たりの労働時間

③ 先端技術関連の仕事に就くにあたり感じた負担

② うつ傾向・不安

④ 先端技術担当者が有効と考える負担軽減策

○ 「いままで担当していなかった先端技術関連の仕事に就いたため
に、技術の習得に時間がかかった」が最も多かった。

○ 先端技術非担当者全体に比べ、若干高い傾向。

○ 「教育・研修・知識の充実」が最も多かった。

39.1

15.5

15.0

11.4

9.5

9.5

8.2

6.4

4.5

5.0

0 10 20 30 40 50

教育・研修・知識の充実

専門家・知識を持った者の採用や登用

予算面・人員面の充実、時間的余裕の確保

効率化、新技術の利用等

チームの形成、仕事の共有

上司の理解・風土の形成

働き方・労働条件の改善

コミュニケーション・リーダーシップ

マニュアル整備

その他

（％）

（ｎ=220）

※ DXのほか、AI、loT、ビッグデータ解析等の技術に従事する技術者や研究者等
先端技術に関連した事務を行う事務職を含む

（N=808） ※ 上位10項目を抽出。

○ 先端技術非担当者全体に比べ、若干長い傾向。

6.4

9.3

16.4

21.7

71.8

65.0

5.4

4.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

先端技術担当者全体（n=671）

先端技術非担当者全体（n=4,917）

20時間未満 20時間以上40時間未満 40時間以上60時間未満 60時間以上

（％）

41.8

49.7

24.1

23.7

17.8

13.2

16.2

13.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

先端技術担当者全体（n=808）

先端技術非担当者全体（n=5,640）

うつ傾向・不安なし うつ傾向・不安あり うつ・

不安障害の疑い

重度のうつ・

不安障害の疑い

（％）

（％）

※ 自由記述回答について、重複を許容し10類型に分類したも
の。

いままで担当していなかった先端技術関連の仕事に就いたために、技術の習得に時間がかかった 29.6

通常の仕事に加えて先端技術関連の仕事も行うこととなり、仕事の負担が増加した 23.0

先端技術の内容を分かる人がいないため、特定の人に仕事が集中した 14.0

労働時間が増加し、負担であった 9.4

精神的にきつい仕事で、負担であった 9.2

仕事の依頼した方が技術の内容に詳しくなかったため、細かい指示がされずに仕事を依頼されることがあった 8.3

先端技術に関する基礎的な知識や技術がなかったため、仕事の負担が大きかった。または仕事の実施が困難であった 7.2

納期が短いために短期間で成果を上げなければならなかった 6.8

先端技術の内容が難しく、仕事の負担が大きかった。または仕事の実施が困難であった 6.6

先端技術に関する基礎的な教育を受けていなかったため、仕事の負担が大きかった。または仕事の実施が困難であった 6.6

特に負担を感じたことはない 23.8
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50.7

42.2 

41.6 

39.4 

47.0 

42.1 

47.3 

36.1 

22.8

27.3 

27.7 

30.9 

21.2 

5.3 

28.6 

27.8 

13.5

13.9 

11.9 

12.6 

16.7 

26.3 

12.1 

19.4 

13.0

16.6 

18.8 

17.1 

15.2 

26.3 

12.1 

16.7 

0 20 40 60 80 100

一般就業者全体（n=10,000）

制作職種全体（n=488）

技術スタッフ（n=175）

舞台監督・制作関係・演出関係（n=66）

脚本家・劇作家（n=19）

校正者・組版・編集者（n=91）

芸術・芸能分野のその他の職種（n=36）

うつ傾向・不安なし うつ傾向・不安あり うつ・不安障害の疑い 重度のうつ・不安障害の疑い

第４ 過労死等をめぐる調査・分析結果
５ 就業者に対するアンケート調査（芸術・芸能従事者（スタッフ））

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和５年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」をもとに作成

9.7 

12.5 

9.0 

6.8 

13.3 

9.2 

11.1 

15.4 

10.2 

12.4 

10.2 

6.7 

29.9 

18.5 

39.7 

43.2 

32.4 

42.4 

60.0 

41.4 

44.4 

35.2 

34.1 

46.2 

40.7 

20.0 

19.5 

25.9 

0 20 40 60 80 100

全体（n=421）

技術スタッフ（n=145）

舞台監督・制作関係・演出関係（n=59）

脚本家・劇作家（n=15）

校正者・組版・編集者（n=87）

芸術・芸能分野のその他の職種（n=27）

20時間未満 20時間以上40時間未満 40時間以上60時間未満 60時間以上

● 重点業種等である芸術・芸能従事者（スタッフ）※にアンケート調査を実施（調査対象期間：令和５年10月～12月）。

① 1週間当たりの拘束時間

※ 「芸術・芸能分野の制作の仕事」、「芸術・芸能分野の技術技能を活かした仕事（制作技術講師
等）」、「芸術・芸能分野以外の仕事」を合計したもの。いずれも自宅と仕事先の移動時間は除く。

※個人事業主又は雇用契約等に基づき活動する者

② スケジュール上の1か月当たりの休日数

○ 「60時間以上」の割合は、「技術スタッフ」が最も高く、次いで「舞
台監督・制作関係・演出関係」が高い。

○ 職種により、週１日相当以下の者が、38.5％～60.4％存在する。

※１ 職種は複数回答があるため、延べ人数である。
※２ スケジュール上の休日は、仕事に関する打ち合わせやリハーサルも含め、スケジュールが入っ

ていない日である。

③ うつ傾向・不安

○ うつ傾向・不安は、総じて一般就業者全体より高い。

④ 主観的幸福感

2.9

0.6 

2.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.8 

3.4

3.1 

1.0 

4.0 

3.0 

5.3 

4.4 

0.0 
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4.7 

5.0 

2.9 

6.1 
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4.4 

11.1 

6.7

5.9 

5.0 

5.7 

4.5 

5.3 

8.8 

5.6 

16.1

9.4 

8.9 

14.3 

6.1 

5.3 

5.5 

5.6 

15.4

8.4 

10.9 

9.1 

12.1 

5.3 

4.4 

2.8 

17.5

22.7 

27.7 

21.7 

16.7 

31.6 

22.0 

22.2 

18.7

22.7 

17.8 

23.4 

25.8 

10.5 

23.1 

33.3 

7.9

12.3 

13.9 

9.1 

10.6 

10.5 

19.8 

8.3 

4.6

10.0 

7.9 

9.7 

15.2 

21.1 

7.7 

8.3 

0 20 40 60 80 100

一般就業者全体（n=10,000）

制作職種全体（n=488）

技術スタッフ（n=175）

舞台監督・制作関係・演出関係（n=66）

脚本家・劇作家（n=19）

校正者・組版・編集者（n=91）

芸術・芸能分野のその他の職種（n=36）

幸福感１ 幸福感２ 幸福感３ 幸福感４ 幸福感５
幸福感６ 幸福感７ 幸福感８ 幸福感９ 幸福感10

○ 主観的幸福感は、総じて一般就業者全体より高い。

映像監督・助監督・演出家・
プロデューサー（n=88）

27.0 

28.8 

28.2 

27.6 

30.8 

25.9 

17.2 

25.6 

30.0 

21.1 

32.8 

7.7 

27.2 

24.1 

30.3 

31.3 

26.8 

32.8 

23.1 

30.9 

41.4 

4.2 

3.8 

2.8 

3.4 

7.7 

4.9 

10.3 

3.5 

6.3 

1.7 

3.7 

3.4 

4.2 

3.8 

5.6 

15.4 

3.7 

3.4 

5.2 

2.5 

9.2 

1.7 

15.4 

3.7 

0 20 40 60 80 100

全体（n=403）

技術スタッフ（n=142）

舞台監督・制作関係・演出関係（n=58）

脚本家・劇作家（n=13）

校正者・組版・編集者（n=81）

芸術・芸能分野のその他の職種（n=29）

0～3日（週1日未満相当） 4～6日（週1日相当） 7～10日（週2日相当） 11～14日（週3日相当）

15～19日（週4日相当） 20～23日（週5日相当） 24日以上（週6日以上相当）

映像監督・助監督・演出家・
プロデューサー（n=80）

映像監督・助監督・演出家・
プロデューサー（n=101）

映像監督・助監督・演出家・
プロデューサー（n=101）
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第４ 過労死等をめぐる調査・分析結果
５ 就業者に対するアンケート調査（芸術・芸能従事者（スタッフ））

22.3 

42.0 

4.5 

3.5 

18.8 

39.6 

2.0 

3.0 

29.7 

49.1 

5.1 

4.6 

34.8 

48.5 

6.1 

3.0 

10.5 

52.6 

5.3 

5.3 

4.4 

20.9 

4.4 

0.0 

25.0 

50.0 

5.6 

8.3 

0 10 20 30 40 50 60

制作職種全体（n=488）

映像監督・助監督・演出家・
プロデューサー（n=101）

技術スタッフ（n=175）

舞台監督・制作関係・演出関
係（n=66）

脚本家・劇作家（n=19）

校正者・組版・編集者
（n=91）

芸術・芸能分野のその他の職
種（n=36）

（％）

仕事の関係者から
殴られた、蹴られ

た、
叩かれた、または

怒鳴られた
仕事の関係者に、
心が傷つくことを

言われた

仕事の関係者に
必要以上に体を

触られた

性的関係を迫られた

19.5 

51.0 

35.5 

36.1 

17.8 

48.5 

31.7 

33.7 

24.6 

58.3 

48.6 

37.1 

16.7 

53.0 

39.4 

28.8 

52.6 

78.9 

57.9 

47.4 

8.8 

44.0 

11.0 

41.8 

13.9 

22.2 

25.0 

30.6 

0 20 40 60 80 100

制作職種全体（n=488）

映像監督・助監督・演出家・プ
ロデューサー（n=101）

技術スタッフ（n=175）

舞台監督・制作関係・演出関係
（n=66）

脚本家・劇作家（n=19）

校正者・組版・編集者（n=91）

芸術・芸能分野のその他の職種
（n=36）

（％）

仕事を受ける前
に提示された報
酬額どおりに支
払われなかった

仕事を受ける前
に報酬額を提示

されない

発注取り消しを
急に言われるこ

とがある

無理のある納期
を求められた

全体（n=488）

※ 1 職種は複数回答があるため、延べ人数である。
※２ いずれも時期は問わない（過去１年間に経験したものに限らない）。

行政機関の取組

⑴ 文化庁では、文化芸術分野の適正な契約関係構築に向け、令和４年７月に公表した
契約書のひな型を含むガイドラインの普及・啓発を行うとともに、研修会の実施や相
談窓口の設置を進めるなど、フリーランスの芸術家等を含む文化芸術関係者の事業環
境の改善に向けた取組を進めている。

⑵ 経済産業省では、映画制作者、制作会社、現場スタッフの多くを占めるフリーラン
スが対等な関係を構築して映画産業の持続可能な発展に資する民間主導の取組を伴走
支援。具体的には、公正かつ透明な取引の徹底、長時間労働やハラスメント根絶を目
指した現場環境の改善及び人材育成を目的としたガイドラインを策定。「日本映画制
作適正化機構」の設立後、ガイドラインに則って適正に制作された映画を認定する制
度（日本映画制作適正化認定制度）が令和５年４月から開始されている。

⑷ フリーランスを含めた芸能従事者の安全衛生対策が実施されるよう、令
和３年３月に、芸術・芸能分野等の業界団体等に対し、芸能従事者の就
業中の事故防止対策等の徹底について、関係省庁と連名で通知を発出
し、会員企業等への周知徹底や会員企業等の業務特性を踏まえたガイド
ライン等の作成による対策の促進について要請している。

⑸ 労働者以外の方であって、「放送番組（広告放送を含む。）、映画、寄
席、劇場等における音楽、演芸その他の芸能の提供の作業又はその演出
若しくは企画の作業」を行う方について、令和３年４月１日から労災保
険特別加入制度の対象としている。

⑶ フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、フリーランス・事業者間
取引適正化等法※が令和５年４月に成立し、令和６年11月に施行される。令和６年５
月に関係する政省令・指針等を整備し、同法の内容について丁寧な周知を図ってい
る。

※ 取引の適正化のため、特定受託事業者に業務委託をする事業者に対し、給付の内容等の明示や、支払期
日を設定し、その期日までに報酬を支払うことなどを義務付けるとともに、その就業環境の整備を図るた
め、募集情報の的確な表示、ハラスメントに係る相談体制の整備の義務等を定めている。

⑹ 令和３年３月に内閣官房・公正取引委員会・中小企業庁・厚生労働省で
「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライ
ン」を策定し、周知・活用を図っている。

全体（n=488）

⑥ 取引上のトラブルの経験⑤ ハラスメントの経験

○ 「仕事を受ける前に報酬額を提示されない」など、いずれも総じて高い。〇 「仕事の関係者に、心が傷つくことを言われた」が総じて高く、次いで身体的攻
撃等に関する経験も一定の割合がみられる。
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第５章 過労死等の防止のための対策の実施状況①

⑴ 適用猶予業種等への時間外労働の上限規制の施行
・ 上限規制の適用が猶予されている建設業、自動車運転業務、医師等について、令和

６年４月からの円滑な適用に向けて支援等を実施

⑵ 長時間労働の削減に向けた取組の徹底
・ 長時間労働が行われている事業場や過労死等を発生させた事業場に監督指導を実施

・ 違法な長時間労働等を複数の事業場で行うなどの企業について、企業本社に対し、
全社的な改善を図るよう指導

・ ガイドラインに基づき労働時間の適正な把握を指導
・ 違法な長時間労働が複数の事業場で行われた企業について、都道府県労働局長が企

業の経営トップに対し指導し、企業名を公表

⑶ 過重労働による健康障害の防止対策
・ 労働時間の状況の把握や長時間労働を行った労働者への医師による面接指導等の確

実な実施を指導

⑷ メンタルヘルス対策
・ 精神障害に関する労災支給決定（認定）が行われた事業場に対してメンタルヘルス

対策に係る指導を実施

⑸ ハラスメント防止対策
・ ハラスメント防止措置が講じられていない事業所への指導、ハラスメント事案が生

じた事業所に対する事後対応及び再発防止の取組を指導

⑹ 過労死等を発生させた企業に対する再発防止対策
・過労死等を発生させた事業場に対する従来の指導とともに、企業本社における全社

的な再発防止対策の策定を求める指導を実施
・一定期間内に複数の過労死等を発生させた企業に対し、本社を管轄する都道府県労

働局長から「過労死等の防止に向けた改善計画」の策定を求め、同計画に基づく取
組を企業全体に定着させるための助言・指導を実施

１ 労働行政機関等における対策

⑴ 国民に向けた周知・啓発
・ 「過労死等防止啓発月間」（11月）を中心に、ポスターやパンフレットなど多様な

媒体を活用した周知・啓発を実施

⑵ 大学・高等学校等の学生等への労働関係法令等に関する啓発
・ 文部科学省と連携しながら中学・高等学校及び大学等への啓発として、講師派遣や

e-ラーニング教材の公開等を実施

⑶ 長時間労働の削減のための周知・啓発
・ 「過労死等防止啓発月間」（11月）に、①労使団体に対し長時間労働削減に向けた

取組の周知・啓発などの協力要請、②労働局長によるベストプラクティス企業への
職場訪問の実施、③過労死等を発生させた事業場等に対する重点監督、④全国一斉
の無料電話相談、⑤事業主、労務担当者を対象に、自主的な過重労働防止対策の推
進を目的としたセミナーの実施を行う「過重労働解消キャンペーン」を実施

⑷ 過重労働による健康障害防止に関する周知・啓発
・ 事業者等に対し「過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置」

を周知
・「全国労働衛生週間」（10月）に、過重労働による健康障害防止のための総合対策

の推進を重点事項として掲げ、国民、事業者等に対する意識啓発を実施

⑸ 勤務間インターバル制度の導入促進
・ オンライン配信によるシンポジウムの開催、「勤務間インターバル制度導入・運用

マニュアル」を活用した制度の導入促進
・ 中小企業への助成金の活用を通じて導入を支援

⑹ 働き方の見直しに向けた企業への働きかけの実施及び年次有給休暇の
取得促進

・ 業界及び地域のリーディングカンパニーへの働きかけ
・ 「働き方・休み方改善ポータルサイト」において働き方・休み方改革に先進的な取

組を行っている企業の取組事例等を情報発信
・ 働き方・休み方改革シンポジウムの開催
・ 時季を捉えた年次有給休暇の取得促進や地域の特色を活かした休暇取得促進を実施

⑺ メンタルヘルス対策に関する周知・啓発の実施
・ 働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を運営し、メンタルヘル

ス対策に関する様々な情報提供を実施
・ 職場のメンタルヘルスシンポジウムの開催

３ 啓発

２ 調査研究等

⑴ 過労死等事案の分析
・ 過労死等の労災事案、公務災害事案を分析

⑵ 労働・社会分野からみた過労死等の調査・分析
・ 企業及び労働者に対し過労死等の背景要因や良好な職場環境を形成する要因等を分

析するためのアンケート調査を実施

⑶ 疫学研究等
・ 労働時間や仕事のストレス等と健診結果等との関連を長期間調査、職場環境改善の

取組を実施しその効果の検証などを実施

⑷ 過労死等防止対策支援ツールの開発等
・ これまでの研究成果を踏まえ、過労死等防止対策支援ツールの開発等を実施
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第５章 過労死等の防止のための対策の実施状況②

⑴ 労働条件や健康管理に関する相談窓口の設置
・「労働条件相談ほっとライン」（平日夜間・土日祝日の無料電話相談窓口）におい

て、違法な時間外労働等、労働条件に関する相談に対応
・ 働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」において、メンタルヘル

ス不調や過重労働による健康障害等について、SNS、メール、電話による相談に対
応

・ 「ハラスメント悩み相談室」において、カスタマーハラスメント及び就活ハラスメ
ントで悩みを抱えている被害者等からの相談に対応

・ 「フリーランス・トラブル110番」において、フリーランスと発注者等とのトラブ
ルについて相談に対応

⑵ 公務員に対する相談体制の整備等
・ 国家公務員について、各府省の職員、家族等が利用できる「こころの健康相談室」

（令和5年度には全ての窓口にオンライン相談を拡充）、心の健康の問題による長
期病休者の職場復帰及び再発防止に関して、専門の医師が相談に応じる「こころの
健康にかかる職場復帰相談室」を開設

・ 地方公務員について、地方公務員共済組合において電話による無料の健康相談等を
実施、地方公務員災害補償基金において、一般財団法人地方公務員安全衛生推進協
会と連携し、メンタルヘルス対策を担当する地方公共団体等の職員向けの無料の相
談窓口を設置

⑶ 過労死遺児等のための相談対応
・ 過労死遺児の健全な成長をサポートするために必要な相談対応を行うオンライン相

談室を令和４年度から開設

４ 相談体制の整備等

⑴ 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催
・ 国民への啓発を行うための「過労死等防止対策推進シンポジウム」を全ての都道府

県で開催（48会場＋インターネット会場）

⑵ 過労死遺児交流会の開催
・ 過労死遺児の心身のリフレッシュを図るほか、遺児及びその保護者を対象とした相

談等を行う交流会を開催

５ 民間団体の活動に対する支援

⑻ 職場のハラスメントの防止のための周知・啓発の実施
・ 「職場のハラスメント撲滅月間」（12月）に、集中的な広報を実施
・ ポータルサイト「あかるい職場応援団」に、ハラスメント関連の裁判例・企業の取

組事例、社内研修用資料、動画等を掲載
・ 顧客等からの著しい迷惑行為（以下「カスタマーハラスメント」という。）の防止

対策の一環として、関係省庁と連携の上、「カスタマーハラスメント対策企業マ
ニュアル」やリーフレット、周知・啓発ポスターを作成、企業の取組事例を周知

⑼ テレワーク等の多様な働き方への対応
・ 相談窓口やコンサルティングの実施、総合ポータルサイトの開設、通信機器等の導

入経費の助成等により、使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して働くこ
とができるテレワークを普及促進

・ 「副業・兼業の促進に関するガイドライン」の周知、副業・兼業を行う労働者の健
康保持増進のための健康管理アプリを普及

・ フリーランス・事業者間取引適正化等法の円滑な施行に向けて必要な準備を進める
とともに、「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライ
ン」の周知・活用を図る。

⑽ 商慣行・勤務環境等を踏まえた取組の推進
・ トラック運送業、教職員、医療従事者、情報通信業、建設業について、それぞれの

業所管官庁と業界団体等が中心となり、商慣行を含めた勤務環境改善のための取組
を実施

⑾ 若年労働者、高年齢労働者、障害者である労働者等への取組の推進
・ 若年労働者に対するメンタルヘルス教育、エイジフレンドリー補助金等による高年

齢労働者の安全衛生確保対策支援、疾病を抱える労働者への治療と仕事の両立支援
等を実施

⑿ 公務員に対する周知・啓発等の実施
・ 国家公務員について、超過勤務縮減や年次休暇の計画的な取得促進に取り組むほ

か、勤務間のインターバル確保に係る努力義務規定を導入、メンタルヘルスケアや
ハラスメント防止のeラーニング等による講習を実施

・ 地方公務員について、地方公共団体に対し、時間外勤務の上限規制及び健康確保措
置の運用、勤務間のインターバル確保、メンタルヘルス対策やハラスメント防止対
策等について助言、働き方改革の意識醸成の研修等を実施

３ 啓発（続き）
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【コラム】過労死のない社会の実現をめざして

2014年6月、私たちが推し進めてきた法制定運動が結実し、

過労死等防止対策推進法が成立しました。同年11月1日に施行

され、毎年11月は過労死等防止啓発月間と定められ、第1回政

府主催、過労死等防止対策推進シンポジウムが厚生労働省講堂

において開催されました。厚生労働大臣の主催者挨拶に続いて

超党派議員連盟会長の来賓挨拶があり、協力団体として過労死

弁護団の基調講演、全国家族の会から8名の遺族が体験談を語

りました。会場は約400名で埋め尽くされ様々な立場の方から

励ましの拍手をいただき改めて法律ができたことの意義と力を

感じました。

同年12月に過労死等防止対策推進協議会が発足し過労死等の

定義、過労死等の防止対策は国の責務との理念を打ち出され、

大綱の策定作業がおこなわれました。全国家族の会から当事者

委員として4名参加し積極的に意見を述べています。

全国過労死を考える家族の会は、1991年11月に結成され33年になります。

会員の多くは過労死等で家族を亡くした遺族と被災当事者です。働き過ぎにより突然にかけがえのない生命

を奪われた家族は、なぜ死ななければならなかったのか事実を知りたい一心で苦難を極めながらも、真相究

明、名誉回復に向けて懸命に闘います。そうした同じ境遇の者どうし励まし合って支え合い、これ以上過労死

を繰り返してはならない思いで、過労死根絶をめざし活動しています。

また、2016年度から新たに二つの事業が始まりました。

一つ目は、夫を過労死等で亡くした妻と子供を対象とした遺

児交流会です。ひとり親という状況で仕事をし、さらに労災申

請や裁判をしている人もあり、中には周りからの偏見や無理解

により社会から孤立していることで悩みは尽きない状況にある

人がおられます。これは親の問題だけでなく子供たちにも複雑

な問題に陥ることもあり専門家が必要になります。過労死遺児

および家族に寄り添っていただいている支援事業に感謝を申し

上げます。

二つ目は、学生に向けた、労働問題・労働条件に関する啓発

授業です。講師は主に弁護士と過労死遺族が行っており、社会

へ出る前に正しい知識を身につけて生命を守ることを伝えてい

ます。好評につきリピーターが多く新たな学校も増えていま

す。

本年、過労死等防止対策推進法成立１０周年を迎えて、全国家族の会が参加している啓発シンポジウムや啓発授業において、過労

死問題への理解が深められ意識の変化など評価を得られ定着してきた印象を持っていますが、長時間労働とハラスメント相談が増え

続けている現状に働く職場でどれだけ法律が活かされているのかが課題に思います。

一朝一夕に成し遂げることは難しいですが、これからも地道な活動を続けることで過労死のない社会の実現をめざして、歩んでい

く所存です。

全国過労死を考える家族の会
代表世話人 寺西笑子氏
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コラム一覧

1 過労死のない社会の実現をめざして 全国過労死を考える家族の会 代表世話人 寺西笑子

2 過労死等の実態把握をめぐる課題 過労死弁護団全国連絡会議 代表幹事 川人博

3 労働基準監督官の指導を契機に労働環境を改善 厚生労働省労働基準局監督課過重労働特別対策室

4 過労死等防止のための職場の取組を支援するツール開発の紹介 労働安全衛生総合研究所過労死等防止調査研究センター

5 こども霞が関見学デーで過労死等防止調査研究センターの取組を紹介 労働安全衛生総合研究所過労死等防止調査研究センター

6 連合の「過労死等ゼロ」の取組 日本労働組合総連合会

7 働き方改革の継続・深化に向けた経団連の取組 一般社団法人日本経済団体連合会

8
過労死の遺族や労働問題の専門家を講師として学校へ派遣 ～８年目の令和５年度は192回で15,626人の生徒たちが受講～

過労死等防止対策推進全国センター事務局長 岩城穣

9 【企業の取組】エリア保健師などの積極的関わりによる従業員の健康保持対策事例 ～株式会社ニチレイ～

10 【企業の取組】スタッフと入居者の双方の人権を守る介護施設の取組事例 ～株式会社メグラス～

11 【企業の取組】ＩＴ導入と新たなビジネスモデルの構築によるドライバーの働き方改革の取組事例 ～野々市運輸機工株式会社～

12 【企業の取組】副業・兼業医師の確保や多職種連携による医師の働き方改革の実現 ～新潟県厚生農業協同組合連合会新潟医療センター～

13 【企業の取組】人事施策の改定とDXの推進による上限規制への対応 ～大洋建設株式会社～

14 令和５年の過労死等防止対策推進シンポジウム 厚生労働省労働基準局総務課過労死等防止対策推進室

15 過労死遺児交流会のご報告 全国過労死を考える家族の会 遺児交流会世話人 渡辺しのぶ

16
各分野・各地の家族の会 全国過労死を考える家族の会 公務災害担当 工藤祥子、神奈川過労死等を考える家族の会 工藤祥子、

兵庫過労死を考える家族の会 福永、四国過労死等を考える家族の会 久保直純

17 過労死防止学会は第9回全国大会を開催しました 明治大学名誉教授 過労死防止学会前代表幹事 黒田兼一

（敬称略）
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2021年4月1日

本日ご説明する内容

１ 令和６年版「過労死等防止対策白書」について

２ 富山県における労働時間等の現状

３ 過労死等に係る労災補償の状況

４ 富山労働局の取組



１ 富山県における労働時間等の現状

（１）富山県及び全国における年間総労働時間数及び総所定労働時間数の推移

資料出所：毎月勤労統計調査（事業所規模30人以上）による

富山県の年間総実労働時間及び所定内労働時間は長期的には減少してきているが、依然として全国平均より長い時間で
推移。

1,873 

1,852 1,837 

1,889 1,889 1,882 

1,858 

1812

1763
1765

1750
1777

1,808 
1,792 1,788 

1,784 1,783 1,781 
1,769 

1734

1686
1709 1718

17261,726 
1,710 

1,688 

1,729 1,727 1,718 
1,703 

1672
1653

1646 1627 16481,662 
1,643 1,634 1,630 1,630 1,628 1,619 

1585

1558
1570 1572 1580

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

24 25 26 27 28 29 30 R元 R２ R３ R４ R５

（時間）

（年）

総実労働時間・富山

総実労働時間・全国

所定内労働時間・富山

所定内労働時間・全国

20



１ 富山県における労働時間等の現状

（２）富山県及び全国における年次有給化取得率の推移

年次有給休暇取得率は、令和４年に初めて全国平均を上回ったものの、令和５年は再び全国平均を下回った。
政府目標（令和７年度までに取得率70％）には及んでいない。
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資料出所 ： 【全 国】 令和５年就労条件総合調査（厚生労働省）
【富山県】 令和５年就労条件総合調査の特別集計を基に、厚生労働省雇用環境・均等局総務課雇用環境政策室が集計
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2021年4月1日

本日ご説明する内容

１ 令和６年版「過労死等防止対策白書」について

２ 富山県における労働時間等の現状

３ 過労死等に係る労災補償の状況

４ 富山労働局の取組



２ 過労死等に係る労災補償の状況

 富山県における脳･心臓疾患の労災請求は横ばい

 精神障害の請求は、令和２年度以降、全国の状況と同様に増加傾向

請求件数 936 784 753 803 1,023

支給決定件数 216 194 172 194 216

請求件数 5 5 6 7 5

支給決定件数 3 4 2 1 2

請求件数 2,060 2,051 2,346 2,683 3,575

支給決定件数 509 608 629 710 883

請求件数 16 9 10 12 17

支給決定件数 8 5 4 5 3

令和５年度

令和５年度

〇脳・心臓疾患の労災補償状況

富山

年度

年度

富山

令和２年度令和元年度
区分等

全国

全国

〇精神障害の労災補償状況

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
区分等

令和３年度 令和４年度
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本日ご説明する内容

１ 令和６年版「過労死等防止対策白書」について

２ 富山県における労働時間等の現状

３ 過労死等に係る労災補償の状況

４ 富山労働局の取組



４ 富山労働局の取組
（１）長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導（概要）

 各種情報から時間外・休日労働時間数が１か月当たり80時間を超えていると考えられる事業場などを対象として
実施。

 対象とした339事業場のうち270事業場（79.6％）で労働基準関係法令違反を確認し、また、135事業場
（39.8％）で違法な時間外労働を確認したため、これらの法違反について是正・改善に向けた指導を実施。

（１） 監督指導の実施事業場： 339事業場

（２） 主な違反内容［（１）のうち、法令違反があり、是正勧告書を交付した事業場］

① 違法な時間外労働があったもの： 135事業場（39.8%）
うち、時間外・休日労働の実績が最も長い労働者の時間数が

月 80時間を超えるもの： 67事業場（49.6%）
うち、月100時間を超えるもの： 34事業場（25.2%）
うち、月150時間を超えるもの： 6事業場（4.4%）

② 賃金不払残業があったもの： 12事業場（3.5%）

③ 過重労働による健康障害防止措置が未実施のもの： 63事業場（18.6%）

（３）主な健康障害防止に係る指導の状況［（１）のうち、健康障害防止のため指導票を交付した事業場］

① 過重労働による健康障害防止措置が不十分なため改善を指導したもの： 180事業場（53.1%）

② 労働時間の把握が不適正なため指導したもの： 66事業場（19.5%）

長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導結果（令和５年４月～令和６年３月）の概要
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４ 富山労働局の取組
（１）長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導（法違反の状況）

 対象とした339事業場のうち270事業場（79.6％）で労働基準関係法令違反を確認。

 このうち、違法な時間外労働があったものが135事業場、賃金不払い残業があったものが12事業場、過重労働に
よる健康障害防止措置が未実施のものが63事業場。

法違反の状況（是正勧告書を交付したもの）

監督指導実施
事業場数

労働基準関係法令違反
があった事業場数

主な違反事項別事業場数

違法な時間外労働 賃金不払残業 健康障害防止措置

（注３） （注４） （注５）

合計
（注１、２）

339 270 135 12 63

（100.0%） （79.6%） （39.8%） （3.5%） （18.6%）

主
な
業
種

商業
71

55 23 2 13
（20.9%）

製造業
94

76 39 4 13
（27.7%）

保健衛生業
29

23 15 2 5
（8.6%）

接客娯楽業
41

36 18 1 10
（12.1%）

建設業
24

15 7 0 1
（7.1%）

運輸交通業
29

26 17 0 6
（8.6%）

その他の事業
（注６）

26
22 12 3 7

（7.7%）

（注１）主な業種を計上しているため、合計数とは一致しない。
（注２）かっこ内は、監督指導実施事業場数に対する割合である。
（注３）労働基準法第32・40条違反〔36協定なく時間外労働を行わせていること、36協定が無効なこと又は36協定で定める限度時間を超えて時間外労働を行わせていることにより違法な時間外労働があったもの。〕、労働基準法第36条第６項違反

（時間外労働の上限規制）の件数を計上している。
（注４）労働基準法第37条違反〔割増賃金〕のうち、賃金不払残業の件数を計上している〔計算誤り等は含まない。〕。
（注５）労働安全衛生法第18条違反〔衛生委員会を設置していないもの等。〕、労働安全衛生法第66条違反〔健康診断を行っていないもの。〕、労働安全衛生法第66条の８違反〔１か月当たり80時間を超える時間外・休日労働を行った労働者から、

医師による面接指導の申出があったにもかかわらず、面接指導を実施していないもの。〕、労働安全衛生法第66条の８の３違反〔客観的な方法その他の適切な方法により労働時間の状況を把握していないもの。〕等の件数を計上している。
（注６）「その他の事業」とは、派遣業、警備業、情報処理サービス業等をいう。 26



４ 富山労働局の取組
（１）長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導（前年度との比較）

参考：前年度の監督指導結果との比較

令和４年度 令和５年度

監督指導実施
事業場

監督指導実施事業場 496 339

うち、労働基準関係法令違反があったもの
417 270

（84.1%） （79.6%）

主な違反内容

違法な時間外労働があったもの
194 135

（39.1%） （39.8%）

うち、時間外・休日労働の実績が最も長い労働者の時間数が
１か月当たり80時間を超えるもの

66 67

〈34%〉 〈49.6%〉

うち、１か月あたり100時間を超えるもの
36 34

〈18.6%〉 〈25.2%〉

うち、１か月当たり150時間を超えるもの
8 6

〈4.1%〉 〈4.4%〉

うち、１か月当たり200時間を超えるもの
2 0

〈1%〉 〈0%〉

賃金不払残業があったもの
26 12

（5.2%） （3.5%）

過重労働による健康障害防止措置が未実施のもの
127 63

（25.6%） （18.6%）

主な健康障害
防止に関する
指導の状況

過重労働による健康障害防止措置が不十分なため改善を指導したもの
188 180

（37.9%） （53.1%）

うち、時間外・休日労働を月80時間以内に削減するよう指導したもの
83 99

〈44.1%〉 〈55%〉

労働時間の把握方法が不適正なため指導したもの
100 66

（20.2%） （19.5%）
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４ 富山労働局の取組
（１）長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導（健康障害防止の指導状況）

過重労働による健康障害防止のための指導事項別事業場数

指導事業場数

指導事項（注１）

面接指導等の
実施（注２）

長時間労働による
健康障害防止対策
に関する調査審議

の実施
（注３）

月45時間以内
への削減
（注４）

月80時間以内
への削減

面接指導等が
実施できる仕
組みの整備等

（注５）

ストレスチェック
制度を含むメンタ
ルヘルス対策に関
する調査審議の実

施

180 37 24 80 99 13 4

（注１）指導事項は、複数の場合、それぞれに計上している。なお、「月45時間以内への削減」と「月80時間以内への削減」は重複していない。
（注２）１か月80時間を超える時間外・休日労働を行っている労働者について、面接指導等の必要な措置を実施するよう努めることなどを指導した事業場数を計上している。
（注３）長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止を図るための対策の樹立に関することについて、①常時50人以上の労働者を使用する事業場の場合には衛生委員会で調査審議を行うこと、

②常時50人未満の労働者を使用する事業場の場合には、労働安全衛生規則第23条の２に基づく関係労働者の意見を聴くための機会等を利用して、関係労働者の意見を聴取することを指導した事業場数を
計上している。

（注４）時間外・休日労働時間を１か月当たり45時間以内とするよう削減に努め、そのための具体的方策を検討し、その結果、講ずることとした方策の着実な実施に努めることを指導した事業場数を計上している。
（注５）医師による面接指導等を実施するに当たり、労働者による申出が適切になされるようにするための仕組み等を予め定めることなどを指導した事業場数を計上している。
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４ 富山労働局の取組
（２）富山労働局 第14次労働災害防止計画（計画期間2023年度～2027年度）の推進

＜富山労働局 第14次労働災害防止計画が目指す社会＞
 事業者や注文者、労働者などの関係者が安全衛生対策について、自身の責任を認識し、真摯に取り組む社会

 消費者・サービス利用者も 提供されるサービスに安全衛生対策に要する経費が含まれることが理解される社会

 ウェアブル端末、ＶＲ（バーチャル・リアリティ）、ＡＩなど、就業形態の変化や価値観に多様化に対応する安全
衛生対策が図られる社会

 事業者の責務としての安全衛生対策を「費用としての人件費から、資産としての人的投資」に変革する社会

 安全衛生対策に積極的に取り組む事業者が評価される社会

 事業場の規模、雇用形態や年齢等によらず、どの様な働き方においても、安全と健康が確保されていることを前提
として、誰もが潜在力を十分に発揮できる社会

計画の目標

２０２７年までに

死亡災害が10人未満

死傷災害が1000人未満

となることを定着させる

８つの重点対策

1. 自発的に安全衛生対策に取り組むための意
識啓発

2. 労働者の作業行動に起因する労働災害防止
対策の推進

3. 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

4. 多様な働き方への対応や外国人労働者等の
労働災害防止対策の推進

5. 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進
6. 業種別の労働災害防止対策の推進
7. 労働者の健康確保対策の推進
8. 化学物質等による健康障害防止対策の推進
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４ 富山労働局の取組
（２）富山労働局 第14次労働災害防止計画（計画期間2023年度～2027年度）の推進

重点対策「７．労働者の健康確保対策の推進」の詳細

労働者の協力を得て、事業者に取り組んでいただきたいこと

 ストレスチェックの実施のみにとどまらず、ストレス
チェック結果をもとに集団分析を行い、その集団分析
を活用した職場環境の改善まで行うことで、メンタル
ヘルス不調の予防を強化する。

 事業主が職場における優越的な関係を背景とした言
動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置
等についての指針に基づく取組をはじめ、職場にお
けるハラスメント防止対策に取り組む。

 「過重労働による健康障害を防止するため事業者が
講ずべき措置」に基づき、次の措置を行う。

① 時間外・休日労働時間の削減、労働時間の状況の
把握、健康確保措置等

② 年次有給休暇の確実な取得の促進

③ 勤務間インターバル制度の導入等、労働時間等設
定改善指針に基づく労働時間等の設定の改善

 長時間労働による医師の面接指導の対象となる労働
者に対して、医師による面接指導や、保健師等の産
業保健スタッフによる相談支援を受けるよう勧奨す
る。

アウトプット指標
（左記の取組による到達目標）

 50人未満の小規模事業場のストレスチェック実
施の割合を2027年までに50％以上

 企業における年次有給休暇の取得率を2025年
までに70％以上

 勤務間インターバル制度を導入している企業
の割合を2025年までに15％以上

 必要な産業保健サービスを提供している事業
場の割合を2027年までに80％以上

 仕事や職業生活にストレスがあるとする労働
者を50%未満

 週労働時間40時間以上である雇用者のうち週
労働時間60時間以上を５%以下（2025年まで）

アウトカム指標
（期待される結果）
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ご静聴ありがとうございました


